
 

①公的年金等の収入金額の合計額が４００万円以下であ

②公的年金等以外の所得金額（給与や個人年金な

ど）が20万円以下である 

③源泉徴収税額がない 

いいえ はい 

はい いいえ 

はい 

申告書の提出先のご案内 

申告書を税務署に 

   提出してください。 

④納める税金が 

  ある  
 

⑤還付される税金  

 がある 

いいえ 

市町村で申告手続き 

をしてください。 

 
 

 
 年 金 受 給 者 の 皆 様 へ 

税 務 署～詳しくは、裏面をご覧ください～ 

[参考]あなたの公的年金等以外の所得金額＝      円 
 

裏面の赤枠の金額を

記載してください。 



 

 

 

 

平成 23 年分の確定申告から、公的年金等の収入金額の合計額が

400 万円以下で、かつ、公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が

20 万円以下（下表参照）である場合には、所得税の確定申告をする必

要がなくなりました。 
 

■ この場合であっても、所得税の還付や確定申告書を提出することが要件と

されている特例を受ける場合は、税務署に確定申告書を提出してください。 
 

■ 所得税の確定申告書を提出しない場合であっても、住民税の申告が必要な

場合があります。住民税に関する詳しいことはお住まいの市町村におたずね

ください。 
 

○ 「公的年金等に係る雑所得以外の所得」の合計が、２０万円を超えるかどうか判定してください。 

  なお、その他の収入がある場合は、そちらも合算した上で判定してください。 

 

所得の種類 所得の内容 所得金額の計算 

給与所得 
給与・賞与、 

パート収入など 

  (給与等の収入金額)      (給与所得控除)       (所得金額) 

 

円                円                                          円

雑所得 

（公的年金等

以外） 

個人年金など 

(年金の支払金額)             (掛金)                 (所得金額) 

 

          円                      円                円 

※保険会社等から送られる「支払年金等のお知らせ」等を参照してください。 

配当所得 

 

株式の配当など 

  (配当金額) 

 

           円 

一時所得 
生命保険の満期

返戻金など 

(支払保険金等)    (払込保険料)                  (所得金額) 

 

         円               円                           円

※保険会社等から送られる「お支払のお知らせ」等を参照してください。 

 (①から④までの合計金額) 

 

          円が２０万円超の場合は申告が必要です。 

 

◆確定申告に関する情報（上記以外の所得に関する情報を含む。）については、国税庁

ホームページ（www.nta.go.jp）にも掲載しておりますので、ご覧ください。 

◆ご不明な点等がある場合は、最寄りの税務署におたずねください。 

  

年金受給者の皆様へ大切なお知らせです 

－ ６５万円 ＝   

－              ＝          

－              ＝          － ５０万円      (     ×１/2  )     

①         

③       

 
【表面】のかっこ内 

に転記してください。 

① 

②        

④     


